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名古屋学院大学論集 社会科学篇 第38巻 第1号(2001年7月)
国際的再編下の日本型鉄鋼産業システム















































































普通鋼鋼材 特殊鋼鋼材 合 計








































































































































2,3802,04439.8▲14.1 833 673 78.8▲19.13,2122,71745.3▲15.4
販売業者向 2,1661,79935.0▲16.9 141 112 13.1▲20.72,3071.91131.9▲17.1
































































































































































































































































































































































































































三井物産     1兆3992億円
住友商事     1兆2193億円
日商岩井     1兆757億円
三菱商事     1兆284億円
丸紅        7696億円








開始             (2000.10)
・豊田通商が トー メンの鉄鋼製品事業を段階的
に買収           (2000.11-)
。三菱商事と日商岩井が鉄鋼製品部門の統合発






帝人、船井電機など出資     (2000.3)
。ITXがニチメンの情報関連子会社 5社を買
収、10%出資受け入れ     (200.7-8)
▽その他
・兼松が紙パルプ事業を日商岩井会社に譲渡、
子会社に出資          (2000.2)
。日商岩井とニチメンが建材販売子会社を合
併、「サン建材」設立      (2000.7)
。日商岩井がLPG子会社株 7割を大阪ガスに売
去「                  (2000.9)
。日商岩井が子会社に繊維事業集約、帝人商事
























































































































































































































































































































































































































































































形 態 主 要 目 的








総  計 14 13 23 52 35 13 25
































































































































































































































































































12 住友金属工業 (日本) 1165






3  アルペット(ルクセンブルク)  2410
5 ユジノール (仏)   2100
NKK十川崎製鉄
20566 NKK(日本)


























































































































































































































































































浦項総合製鉄 新日本製鉄 ユ ジノール イスパット・
インランド
自動車用
包括提携
NKK ナショナル
スチール
日本
出資要請
?
?
自動車用鋼板
包
?
?
?
?
?
?
?
?
?
2002`年110
経営統合
東国製鉄 川崎製鉄
?
?
現代ハイスコ
住友金属工業
LTVスチール
(経営再建中)
神戸製鋼所 USスチール
自
出資。自
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
図表 10
名古屋学院大学論集
〔付記〕
小論は,1999年度名古屋学院大学経済学部研究奨励
金による成果の一部である。
圧
費用は,年間8億円減の52億円を見込んでいる(日
本経済新聞,2001年5月6日付)。
(10 鉄鋼新聞,2001年3月19日付
(■)鉄鋼新聞,2001年3月21日付
(10 同上
(10 同上
(10 日本経済新聞,2001年3月9日付
(10 鉄鋼新聞,2000年9月17日付
(10 日本経済新聞,2001年2月24日付
(10 日本経済新聞,2001年4月4日および3月29日
付
(10 日本経済新聞,2001年4月4日付
(19 日本経済新聞,2001年4月4日付
20)鉄鋼新聞,1999年月17日付
0 読売新聞,2000年10月19日付
(22)日本経済新聞,2001年月26日付
(23)鉄鋼新聞,2001年月29日付
(24)日本経済新聞,2001年2月9日付
(25)日本経済新聞,2001年2月13日付
26)日本経済新聞,2001年2月10日付
|つ 十名直喜『日本型鉄鋼システム』同文舘,1996年,
および同「産業 。経済システムと生産システム」坂
本清編『日本企業の生産システム』中央経済者,1998
年
28)鉄鋼新聞,2000年4月3日付
29 1司_上
(30)同上
01)読売新聞,2000年11月3日付
(32)言売売新聞,2001年4月14日付
(33)読売新聞,2001年4月4日付
(30 鉄鋼新聞,2000年4月7日付
00 鉄鋼新聞,2000年4月10日付
00 鉄鋼新聞,2000年10月24日付
00 鉄鋼新聞,2000年5月11日付
00 鉄鋼新聞,2000年5月11日付
09 鉄鋼新聞,2000年5月24日付
《0 鉄鋼新聞,2000年10月29日付
0 鉄鋼新聞,2001年2月16日付
|力 鉄鋼新聞,2001年2月27日付
(43)鉄鋼新聞,2000年8月3日付
(40 同上
(1)世界の化学業界では,米ダウ。ケミカルが米ユニ
オン・カーバイドと合併 (20001年2月)するなど再
編が加速している。また,アジア地域では石油化学
コンピナートが続々と立ち上がり,そこからの供給
圧カカ吟 後ヽ強まる。
さらに,2004年に迫る汎用樹脂の輸入関税引き下
げで,価格競争力に勝る外資が日本に価格攻勢をか
けるも必至とみられる。それを機に,大ロユーザー
が値引き要請を本格化させようとしている。 トヨタ
自動車の首脳は,「汎用樹脂ではもう今までのように
品種にこだわらない価格重視で調達する」と断言す
る (日経産業新聞,2001年3月1日付)。
こうした中で,2000年秋に表面化した三井化学
―住友化学連合を契機に, 日本の化学業界の再編が
加速している。両社は,2001年0月に汎用樹脂の
事業統合会社を発足させ,2004年3月末に完全統合
する (日本経済新聞,2001年4月20日付)。
一方,三菱化学,昭和電工など大手4社はポリエ
チレン事業統合の交渉を開始し,土光化学とトクヤ
マはポリプレン事業の提携で合意した。再編への取
り組みは,時間との戦いの様相を呈しつつある (日
経産業新聞,同上)。
(2)鉄鋼新聞,2000年2月1日付
(3)日本経済新聞,2000年12月21日付
(4)日本経済新聞,2000年12月22日付
(5)日本経済新聞,2001年2月21日付
(6)日本経済新聞,2001年3月9日付
(7)鉄鋼新聞,2001年3月16日付
(8)鉄鋼新聞,2001年3月17日付
(9)なお,松下電器は2001年4月より,樹脂3品種
(ポリスチレン,ABS樹脂,ポリプロピレン)につ
いても,調達先をこれまでの6～12社から2-3社
へ絞っている。絞り込みにより,樹脂3品種の調達
- 38 -
(45)鉄鋼新聞,2001年月17日付
00朝日新聞,2001年2月4日付
“
η 鉄鋼新聞,2001年3月30日付
(48)朝日新聞,2001年2月4日付
(49)日本鉄鋼連盟「最近の海外鉄鋼業における民営化
動向」「鉄鋼界」1996年11月号
60)「大規模な再編進むEU鉄鋼諜劉「Tekkohkai」
1999年1月号
61)日本経済新聞,2001年月24日付および5月30
日付
60 日本経済新聞,2001年月20日付
63)読売新聞,2001年月26日付
60 日本経済新聞,2001年月26日付
6, 日本経済新聞,2001年4月20日付
60 日本経済新聞,2001年2月20日付
60 日本経済新聞,2001年4月14日付
60 日本経済新聞,2001年4月15日付
国際的再編下の日本型鉄鋼産業システム
69)日本経済新聞,2001年4月14日付
(60)日本経済新聞,2001年4月17日付
61)日本経済新聞,2001年4月17日付
(62)日本経済新聞,2001年4月17日付
(63)読売新聞,2001年4月18日付
60 日本経済新聞,2001年4月17日付
C, 日本経済新聞,2001年3月30日付
(66)読売新聞および鉄鋼新聞,2001年4月18日付
(6η 読売新聞,2001年4月17日付
(68)鉄鋼新聞,2001年月5日付
60 日本経済新聞,2001年4月16日付
(70)日本経済新聞,2001年4月23日付
01)日本経|1済凛斤間,2001年4月16日イ寸
〔
' 
日本経済新聞,2001年月26日付
(73)日本経済新聞,2001年月27日付
(70 日本経済新聞,2001年4月16日付
09 日本経済新聞,2001年4月14日付
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